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1.都市圏単位の人口
社会増減で見た日本

講師は、道路整備や新幹線整備に反対の
立場ではなく、それどころか東京では珍しい
明確な建設推進派ですが、それでも以下の
事実は事実です…
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全国の都市圏の人口動態比較
主要自動車工場所在地と､一部観光地･過疎地の対比
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ここでの都市圏： 中心市+郊外市町村(10％通勤通学圏) - 2005.10.1基準
資料： 国勢調査、住民基本台帳人口動態表
(社会増減＝国勢調査人口増減－自然増減で試算し住民票を移さない移動を把握)

人口5万人以上260都市圏の人口動態
2000-2005年の人口流出入と出生死亡
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人口が流入している一部の過疎地
に共通する３つのポイント
× 世界のどこでも作れる､ハイテク･大量生産･低単価の製品づくり

→ 地域地域の生活文化に支えられた、その地域で
しか作れない、ハイセンスで、少量生産で、高単
価のブランド商品づくり (地産地消)

× 減り続ける現役世代や､財政窮乏の公共の財布を奪い合う商売

→ 高齢者の貯蓄や、アジアで増える中上流層の所
得を狙って､サービスを売る商売 (個人客観光)

× 高度成長を懐かしむ高齢男性が、いつまでも経営者として居座り

→ 豊かな時代の消費者と感性を同じくする女性と
若者への、現場リーダーの世代交替
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高速交通の整備状況は
都市圏の勢いとは無関係 ①
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新幹線沿線
沿線外(地方圏)
沿線外(三大都市圏)

ここでの都市圏： 中心市+郊外市町村(10％通勤通学圏) - 2005.10.1基準
資料： 国勢調査、住民基本台帳人口動態表
(社会増減＝国勢調査人口増減－自然増減で試算し住民票を移さない移動を把握)

人口30万人以上69都市圏の人口動態
2000-2005年の人口流出入と出生死亡
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高速交通の整備状況は
都市圏の勢いとは無関係 ②
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新幹線沿線
新幹線沿線外だが高速道路あり
新幹線・高速道路ともになし

ここでの都市圏： 図１に同じ
資料： 図１に同じ

人口5-29万人191都市圏の人口動態
2000-2005年の人口流出入と出生死亡
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市町村は2005.10.1現在
住民票を移さない人口移動も把握するため、国勢調査人口
増減から住民基本台帳による自然増減を引いて算出

宮崎県内市町村の勢いの比較 - 足による投票 
 (転入者数-転出者数)÷人口
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うち今後延伸計画のある高速道路沿線の市町
村

南九州の高速道路の結節点で、
県内で一番福岡に近い町高速道路を生かした工場誘致が

県内で一番進んだ町

宮崎県内市町村の成績表

宮崎市周辺では最も高速道路から
遠いが､地産地消で有名
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岩手県内市町村の成績表
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市町村は2005.10.1現在
住民票を移さない人口移動も把握するため、国勢調査人口
増減から住民基本台帳による自然増減を引いて算出
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高速交通整備で人口減は加速する

観光客増は１年だけで、数年後には逆に
前より少なくなる → 宿の淘汰が進む

支店営業所が大きな町に統廃合(あるいは
減員)される – 八戸の場合１年間で人口が1,300人も減
少

女性や若者が気軽に大きい町に買い物に
行けるようになる → 商店の淘汰が進む

都市に住む子供が週末に簡単に親の様子
を見に行ける → 逆にＵターンが減る

住民の生活は明らかに便利になるが
経済面・人口面ではマイナスの方が大きい
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2.人口社会増減よりも
はるかにインパクトの
大きい｢住民加齢｣
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 1975(S50)＝30年前

石油ショックの頃の日本在住者

20-59歳
6,358万人

70歳以上
542万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 1980(S55)＝25年前

安定成長の頃の日本在住者

70歳以上
668万人

20-59歳
6,610万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 1985(S60)＝20年前

プラザ合意の頃の日本在住者

20-59歳
6,812万人

70歳以上
827万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 1990(H2)＝15年前

バブルの頃の日本在住者

70歳以上
979万人

20-59歳
6,915万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 1995(H7)＝10年前

阪神震災の頃の日本在住者

70歳以上
1,186万人

20-59歳
7,113万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多かったのか： 2000(H12)＝5年前

2000年問題の頃の日本在住者

70歳以上
1,490万人

20-59歳
7,100万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国勢調査

何歳の人口が多いのか： 2005(H17)＝今現在

今の日本在住者

70歳以上
1,824万人

20-59歳
6,898万人

在日外国人を含
む数字
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百万人 国立社会保障･人口問題研究所中位推計 (2006年改訂後)

何歳の人口が多くなるのか：2010(H22)＝5年後

５年後の日本在住者

70歳以上
2,119万人

20-59歳
6,523万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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百万人 国立社会保障･人口問題研究所中位推計 (2006年改訂後)

何歳の人口が多くなるのか：2015(H27)＝10年後

１０年後の日本在住者

70歳以上
2,417万人

20-59歳
6,243万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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百万人 国立社会保障･人口問題研究所中位推計 (2006年改訂後)

何歳の人口が多くなるのか：2020(H32)＝15年後

１５年後の日本在住者

70歳以上
2,781万人

20-59歳
6,073万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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百万人 国立社会保障･人口問題研究所中位推計 (2006年改訂後)

何歳の人口が多くなるのか：2025(H37)＝20年後

２０年後の日本在住者

70歳以上
2,932万人

20-59歳
5,840万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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百万人 国立社会保障･人口問題研究所中位推計 (2006年改訂後)

何歳の人口が多くなるのか：2030(H42)＝25年後

２５年後の日本在住者

70歳以上
2,934万人

20-59歳
5,487万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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何歳の人口が多くなるのか：2035(H47)＝30年後

３０年後の日本在住者

70歳以上
2,983万人

20-59歳
4,983万人

毎年の外国人流入が倍増！という前
提の予測 (実際は増えていない)
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高齢者が増え現役は減る日本

働いて税金や年金を払い、旺盛に消
費する現役世代は年々減少

30年前から少子化の影響で
、若者の数は年々減少

高齢者は年々増加して行く
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高齢者が増え現役は減る首都圏
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中国でも20年遅れで同じ現象が発生
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3.｢住民加齢｣の帰結：
｢消費者不足不況｣
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構造的な20-59歳人口減少の帰結

・ 少なくとも今後半世紀、わが国の20-59歳人口は構造的に
減少を続ける。就業者数もこれに連動して減少していく。

・20-59歳人口減少は10年で700万人というようなペースで
あり､これを移民受入れやいまさらの出生者数増加努力で補う
のは不可能

・ 就業者数減少は、人手不足→失業率低下/機械化･情報化
投資増加と、生産性向上→企業収益向上をもたらすので、
数字上の「景気」を年々改善させる

・しかし就業者数の減少＝可処分所得の減少であり､多くの商品
の消費は年々冷え込む → 小売販売額低下は止まらない

・ 主として20-59歳にしか消費されない商品の需要も減少を
続ける (戸建住宅･ﾌｧﾐﾘｰｶｰ･ｵﾌｨｽ･通勤定期･職場旅行･結婚式…)
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低下する大企業の人件費支出

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

決算年度

0

25

50

75

100

125

指
数

 (
1
9
96

=1
0
0)

0

5

10

15

20

25

経
常

利
益

率
（
％

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
上場企業11社の単独決算合計
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自動車大手の決算推移

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

決算年度

0

25

50

75

100

125

指
数

 (
1
9
96

=1
0
0)

0

5

10

15

20

25

経
常

利
益

率
（
％

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

上場企業48社の単独決算合計
各社決算より日本政策投資銀行作成

繊維大手の決算推移

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

決算年度

0

25

50

75

100

125

指
数

 (
1
9
96

=1
0
0)

0

5

10

15

20

25

経
常

利
益

率
（
％

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

上場企業163社の単独決算合計
各社決算より日本政策投資銀行作成

電気機械大手の決算推移

売上高
(指数)

従業員数(指数)

経常利益率(右軸)

従業員一人当たり
人件費(指数) 売上高(指数)

経常利益率(右軸)

従業員一人当たり
人件費(指数)

経常利益率(右軸)

従業員一人当たり
人件費(指数)

△0.9

売上高
(指数)

人件費
(指数)

従業員数(指数)
人件費
(指数)

従業員数(指数)



36

実働人口と個人所得･小売販売額
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有効求人倍率にみる｢地域間格差｣

出所：労働統計年報

2005年

沖縄
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ところが就業者数増減をみると

出所：国勢調査

2000年･05年
国勢調査比較

沖縄



39

個人所得増減をみると

1998年･05年
課税対象

所得額比較

出所：市町村税課税状況等の調

沖縄

1998年･05年
課税対象

所得額比較

出所：市町村税課税状況等の調
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出所：商業統計

1996年度･
03年度比較

出所：商業統計

小売販売額増減をみると

沖縄



41出所：都道府県決算状況調

地方税収増減をみると

1998年･05年
比較

沖縄



42出所：都道府県決算状況調

人口あたり地方税収増減をみると

1998年･05年
比較

沖縄
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1996年を境にひっくり返った日本
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頭さえ白紙に戻せれば対処可能
出生増加： 「男性の育児分担は当たり前」に戻す

人間は男女共同で働き子育てする生物 (人口激増への対処で近時分業していただけ)

→ 江戸時代以前の農民のように､男性も子育てという重労働を分担するよう戻せ

労働力確保： 移民受入の前に女性と高齢者を活用
女性就労率の2割上昇で労働力は1千万人以上増える / 元気な高齢者の活用も当然

→ 女性就労率が3→7割上昇し出生率が0.5ポイントも上がったオランダに学べ！

福祉・年金：同じ世代の貯金での互助で問題消滅
年金不安は､減り行く年下世代に高齢者を養わせるという「賦課方式」の産物

→ 年金福祉の費用を生年別に分割･完結させれば、日本人は全員左団扇になれる

諸産業： 安価大量生産販売→高価少量生産販売へ
貯蓄を消費に回させるには､規格品の安価大量生産販売にオサラバすることが不可欠

→ 高度成長で感覚が狂ってしまった高齢経営者の世代交代こそ最重点の課題

まちづくり： 土地減反 (開発停止/市街地再集中)
日本人一人当たりの土地面積は年々増える → 地価は暴落､ｲﾝﾌﾗ維持管理ｺｽﾄは爆発

この事態を避けるには､土地亡者どもを切り捨てる政策大転換が必要
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